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固定資産減損会計の早期適用および業績予想の修正に関するお知らせ 
 

 当社は、平成１６年９月３０日開催の取締役会において、下記のとおり「固定資産の減損に係る会計

基準」を平成１７年３月期において早期適用することを決議いたしました。あわせて、平成１６年４月

３０日に発表した平成１７年３月期（中間期および通期）の業績予想を下記のとおり修正いたしました

のでお知らせいたします。 

記 

１．「固定資産の減損に係る会計基準」の早期適用について 

 当社グループにおきましては、固定資産の減損会計について平成１７年３月期に早期適用することと

し、当社および連結子会社が所有する固定資産（ゴルフ場、借地権、建物など）について減損処理を行

い、当中間期（平成１６年９月）連結決算において約３４０億円の特別損失を計上する予定であります。 

 

２．当期の連結業績予想数値の修正 

①中間期（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）        （金額の単位：百万円） 

 売 上 高 経常利益 中間純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 

（平成１６年４月３０日発表） ４５０,０００ ２０,０００ １３,０００ 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） ４５１,０００ ２６,０００ △９,５００ 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） １,０００  ６,０００ △２２,５００ 

増 減 率            （％） ０.２ ３０.０ △１７３.１ 

（ご参考） 

前中間期実績(平成１５年９月期)
４８６,０９８ ３３,４４８ ２０,１１１ 

 

  ②通期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）         （金額の単位：百万円） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 

（平成１６年４月３０日発表） １,１０５,０００ ９１,０００ ４５,５００ 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） １,１０５,０００ ９１,０００ ２３,０００ 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） － － △２２,５００ 

増 減 率            （％） － － △４９.５ 

（ご参考） 

前期実績（平成１６年３月期）
１,１０２,８４４ ８７,２３６ １４,４５４ 



 

３．当期の個別業績予想数値の修正 

①中間期（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）        （金額の単位：百万円） 

 売 上 高 経常利益 中間純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 

（平成１６年４月３０日発表） ２２３,０００ １４,０００ ８,０００ 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） ２２４,０００ ２０,０００ △６,０００ 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） １,０００ ６,０００ △１４,０００ 

増 減 率            （％） ０.４ ４２.９ △１７５.０ 

（ご参考） 

前中間期実績(平成１５年９月期)
２６２,２７７ ２０,２７３ １１,５５３ 

   

  ②通期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）         （金額の単位：百万円） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 

（平成１６年４月３０日発表） ５９８,０００ ５５,５００ ２６,５００ 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） ５９８,０００ ５５,５００ １２,５００ 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） － － △１４,０００ 

増 減 率            （％） － － △５２.８ 

（ご参考） 

前期実績（平成１６年３月期）
６１５,９８４ ６２,９２２ ６,６０５ 

 

４．修正の理由 

（１）連結業績修正の理由は、以下のとおりであります。 

中間期の売上高、経常利益につきましては、連結財務諸表提出会社（当社）の中間期業績予想修

正に伴い、連結業績予想の修正を行うものであります。 

また、中間純利益および当期純利益の修正につきましては、「固定資産の減損に係る会計基準」

の適用により、当社および連結子会社が保有する固定資産（ゴルフ場、借地権、建物など）に関

する減損損失約３４０億円を特別損失として計上することなどによります。 

 

（２）個別業績修正の理由は、以下のとおりであります。 

中間期の売上高、経常利益につきましては、主に業務用地等分譲事業や不動産流動化関連事業な

どにおいて、期初計画に比べ前倒しで進捗していることを織り込み、個別業績予想の修正を行う

ものであります。 

また、中間純利益および当期純利益の修正につきましては、当社の「固定資産の減損に係る会計

基準」の適用による減損損失ならびに連結子会社の同会計基準適用に伴う子会社株式評価損およ

び貸倒引当金繰入額あわせて約３００億円を特別損失として計上することなどによります。 

以  上  

 


